
岩手県での岩手県での
災害廃棄物処理について災害廃棄物処理について

岩手県環境生活部廃棄物特別対策室
（三重県廃棄物対策局廃棄物・リサイクル課） 春日井忍

東日本大震災津波の概要
 発生日時：平成23年3月11日 14時46分頃
 震源：三陸沖（北緯38.1度、東経142.9度）
 規模：マグニチュード９．０
 岩手県の最大震度：６弱（大船渡市、釜石市、一関市など）
 津波：3月11日14時49分 大津波警報発表

1本を残して全て流失した高田松
原

津波が襲った避難所：市民体育
館

陸前高田市 2
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宮古市役所付近（H23.3.11）
3

＜被害の概要＞ 被災地の現状

大槌町
【被災直後】
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阪神・淡路大震災 東日本大震災

発生日時 1995年1月17日 2011年3月11日

地震規模 マグニチュード7.3 マグニチュード9.0

甚大な被害の地域 兵庫県 岩手県、宮城県、福島県

死者/行方不明者
※

6,434人/3人 15,883人/2,667人

（4,672人/1,146人）

住宅被害※

全・半壊のみ

249,180棟 398,711棟

（24,928棟）

特徴 ・都市型 ・広域型

・複合災害

（地震、津波、原発事故）

東日本大震災津波の被害状況
○阪神・淡路大震災と東日本大震災の比較

※ （ ）内：岩手県の被害状況。平成25年６月30日現在。

広範囲にわたる津波被害

海
岸
線岩手県

南北 約
189km
海岸線延長 約
709km

※海岸線延長は、水産庁公表資料「都道府県別海岸線
延長」に基づき記載

東日本大震災津波の被害状況

三重県
南北 約
180km
海岸線延長 約
1,091km
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一次仮置場

二次仮置場の場所

②宮古市
（鹿島建設ＪＶ）

③山田町
（奥村組ＪＶ）

④大槌町
（竹中土木ＪＶ）

釜石市
（大成建設JV）

（小澤組JV）（山長建設JV）

大船渡市
（リマテックJV)

陸前高田市
（リマテックJV)

①野田村
（奥村組ＪＶ）

【課題】
・ 仮置場の敷地確保

（初期：自衛隊、救援物質置
場）

（現在：復興事業用地への利
用）
・ 広い公有地が限られること
・ 返還時の土壌汚染対策が必要
⇒
・ あらかじめ、民有地も含めた

仮
置場候補を想定しておく。

・ 初動期における建設業者と
産業

廃棄物業者との意思疎通、指
示
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災害廃棄物の推計量

可燃系廃棄物
570,700t
10.9%

柱材・角材
99,800t
1.9%

漁具・漁網
25,000t
0.5%

合計
525.3万t

県内一般廃棄物約
12年分に相当する量
（H22：45万t）

沿岸市町村の一般
廃棄物約58年分に
相当する量（H22：9万t）

陸前高田市の一般
廃棄物約287年分に
相当する量（H22：6千t）

可燃系混合物
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不燃系混合物

津波堆積物

6



柱材・角材

漁具・漁網
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処理困難物

薬品系（塩化カリウム）

水銀試薬

廃油、危険物 ＰＣＢ電気機器

・ 浸水区域の有害物質使用場所の把握、早期処
理

岩手県災害廃棄物処理詳細計画

詳細計画の特徴詳細計画の特徴
①リサイクルを重視した処理フロー

②太平洋セメント㈱大船渡工場を災害廃棄物の処理

拠点

③仮設焼却炉の設置（宮古市、釜石市）

④広域処理の推進（県内、県外）

【経験を活かすためには】

岩手県のトヨタカイゼン方式導入（生産性の向上）

処理先の分散化が必要ではなかったかの検証

市町村焼却炉（通常の家庭ごみ）との役割分担

災害廃棄物推計量の精査
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生活環境保全上生活環境保全上
の支障の支障
•数か所の仮置場で
火災が発生

•夏には悪臭や害虫
等が発生

水産関連施設の被災に伴う腐敗物の処理（海洋投棄）

・ 仮埋設した場所の跡地利用
⇒ 掘り返して処理

・ プラ包装による分解抑制、使用薬剤の分解性
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宮古地区仮設焼却炉

処理量：９５トン／日
平成24年３月９日から稼働

・ 仮設焼却炉の使い方
⇒ 通常の焼却炉とは異なる運用

20

釜石地区仮設焼却炉（旧釜石市清掃工場）
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21

太平洋セメント㈱大船渡工場 ５号キルン

・ 除塩施設の重要性
⇒ セメント製品への影響

農地への還元
廃棄物の除去

太平洋セメント㈱大船渡工場 除塩施設

セメント原料とする上で支障となる塩素濃度を、0.5％程度から0.1％以下に下げるための除塩

施設を工場構内に設置
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陸前高田市陸前高田市 乾式・湿式分級施設乾式・湿式分級施設

岩手沿岸南部クリーンセン
ター

受入予定量：３３，４００ｔ

宮古清掃センター
受入予定量：１４，４００ｔ

北上市清掃事業所
受入予定量：８，９００ｔ

一関大東清掃センター
受入予定量：１，８００ｔ

胆江地区衛生センター
受入予定量：３，２００ｔ

花巻市清掃センター
受入予定量：５，３００ｔ

二戸地区クリーンセンター
受入予定量：３００ｔ 久慈地区清掃センター

受入予定量：２，５００ｔ

雫石・滝沢環境組合
受入予定量：６，５００ｔ

盛岡市クリーンセンター
受入予定量：９，０００ｔ

盛岡・紫波環境組合
受入予定量：４，７００ｔ

八幡平市清掃センター
受入予定量：２，６００ｔ

岩手・玉山清掃事業所
受入予定量： ４００ｔ

県内施設における処理状況
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広域処理が必要な理由

３年での処理計画

処理能力の不足

最終処分場の容量不足

・被災地の復旧・復興のためには、災害廃棄物の迅速な撤
去・処理が大前提

・環境省のマスタープランによる位置付け（平成26年３月ま
での処理）

・県内既存施設では５年以上必要

・仮設焼却炉を作っても焼却灰の処理が困難
・大量の不燃物の発生

広域処理の状況
青森県
八戸市、東通村

三沢市

秋田県
大仙美郷組合、
秋田市、横手市、
湯沢雄勝広域組
合由利本荘市、
仙北市、大仙市

山形県（民）
米沢市、村山市

群馬県
吾妻東部組合、
桐生市、前橋市

東京都
東京都環境公

社

埼玉県（民）
さいたま市、熊谷市

横瀬町

静岡県
島田市、静岡市
裾野市、浜松市
富士市

富山県
高岡市、富山広
域組合、新川広

域組合

石川県
金沢市

大阪府
大阪市

新潟県
三条市、柏崎市

長岡市 宮城県（民）
東松島市、大和
町、仙台市

福島県（民）
喜多方市

和歌山県（民）
和歌山市

（平成25年６月30日現在）
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災害廃棄物処理の進捗状況

廃棄物特別対策室の人員

室長
→ 課長
→ 担当課長２名

・ 計画班（広域処理の調整、処理計画作成）
・ 処理技術班（処理困難物、復興資材調整）
・ ＪＶ班（ＪＶとの調整、設計）
・ 管理班（契約、査定）

合計２０名
（うち、派遣職員６名）
名古屋市２名、新潟市、福岡県、福岡市、三重県

【名古屋市の派遣職員サポート体制】
① 月１回程度、帰名報告させるための予算措置
② 派遣職員を同一宿舎とするなど、孤立しないための対策
③ 後方支援担当職員が派遣職員の要望・意見を聴取し、派遣先自治体と調整
④ 「健康状況チェック表」によるメンタル状況を把握し、産業医や臨床心理士面談の
実施

⑤ 幹部職員が被災地の状況を把握するとともに、職員の激励を実施
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岩手は必ず復興を果たします。
皆様のご支援、ご協力をお願い申し上げます。

平成25年９月

岩手県
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